
総合特区指定申請について (報告)

長岡市 地域振興戦略部

1 総 合特区制度について 【別紙 1参照】

○平成 23年度からの新規事業

○先駆的取組みを行う実現可能性の高い区城に国と地域の政策資源を集中

○国際戦略総合特区と地域活性化総合特区の2つ のパターン

○規制 ・制度の特例措置、税制 ・財政 ・金融上の支援措置

○地域協議会、区城申請、区域指定、国と地方の協議会、総合特区計画

2 総 合特区指定申請の概要について 【別紙2、別紙3参照】

○名称 :持続可能な中山間地域を目指す自立的地域コミュニティ創造特区

○目標 :誰もが安心して暮らし続けられる地域

○対象区域 :4地 域

○当面の取組み

○規制の緩和

○概要図

◇特区指定申請期日:9月 30日

◇申請団体数合計 :77団 体

◇二次評価 (ヒアリング)対 象団体数 :34団 体 ※ 長岡市を含む

◇野区指定期日:12月 末までの見込み

◇指定は、事務局の考えでなく専門家の評価による。
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総 合 特 区 制 度 に つ い て
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別 紙 2

申請特区指定申請の概要について

中越地震で甚大な被害を受けた山古志地域 ・大田地区、小国地域、栃尾地域、川 回地

域では、住民の
“
ふるさと

"へ
の強い愛着と多 くの団体による支援活動によって、NP

O法 人などの市民活動団体が数多 く誕生 し、復興に向けた様 々な取 り組みが行われてい

ます。

長 岡市では、この ような地域の力、市民の力 を結集 し、さらに規制緩和 を含めた

総合的な対応 によ り活力あふれ る自立 した中山間地域の実現 を図 るため、地域活性

化総合特別区城 の指定 を申請 しま した。

1 特 区の名称

持続可能な中山間地域を目指す自立的地域コミュエティ創造特区

2  目   標

誰もが安心 して暮らし続けられる地域

3 対 象の区域

山古志地域 ・大田地区、小国地域、栃尾地域、川回地域

4 当 面の取組

地域 で運 営す る生活交通 サー ビスの実現

○特区の指定は取組みの実現可能性がポイントとなる

ため、当面は実現の可能性が高い生活交通サービス

について規制緩和による収益拡大を図りながら取組

みます。その後、順次取組みの内容 (規制緩和)を

拡大 していきます。

5 規 制緩和の具体的提案内容

○地域住民以外の来訪者からも運賃を徴収できるようにする

○乗用車等の2年 以上の貸出実績が無 くても、マイクロバスを貸し出し、

レンタル料を徴収できるようにする

6 全 体の概要図

○別紙3の とおり。



別 紙 3

『概要図』

【市民の移動手段の確保】

(バスの定期運行)

地  域

【収益確保の取り組み】 【旅行業への取り組み】

(訪問者から運賃徴収)

(レンタル料の徴収)
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1
・訪問者からの運賃徴収 (当初)

・バスのレンタル事業開始期間の短縮 (当初)

i・
旅行業、農家民宿の要件緩和 怜 衡

 :

(地域資源を活用 した旅行

プランの企画 ・販売)

(バスを移動手段に利用)

都

市

住

民NPO法 人

サービス提供

市民とNPO法 人が協働 して、

生活サービスの継続性確保及び

地域活性化の取 り組みを総合特

区による規制緩和も活用 して進

める。


